
行財政改革大綱後期実施計画

実施事項名 物件費の削減 重点項目番号 6

現状、問題点、必要
性

（なぜやるのか）

【現　状】
平成１７年度当初予算の物件費と比較して、平成１８年度の当初は０．７％の減、平成１９年度は６．３％減、平成２０
年度は４．４％の減となっている。
【問題点、必要性】
経常的な経費の削減を図り、財源の確保を図る必要がある。ただ、予算編成の方法が枠配分方式となっていること
や、最近の物価上昇（原油価格の高騰が物価に影響を与えていること）により、現状以上の削減については、例えば
機構改革などにより、各種施設の規模縮小などが実施されないと困難であると考えている。物件費の削減に機構改
革が与える影響は、大きいと思慮している。
【現状の客観的な説明】
平成１８年度の物件費決算額において、類似団体では、人口一人当り４４，９９３円となるが、本市では、５６，７８７円
であり、約１．２６倍となっている。

番号 ③

担当課（執行する課） 総務部財政課

責任者名（執行責任
者）

財政課長　西堀　　薫

担当課電話番号 ２２－９６０８

対象等（なにが、だ
れが）

伊賀市の財政

財政効果額（千円）
（いくら削減されるの
か、いくら収入増とな

るのか）

【金　額】
現段階では、金額を明示できな
い。
【算定根拠】

成果（対象がどうな
るのか）

適正規模に近づけることになる。

実施する内容・目標
数値

（対象を成果の状態
にするために、何を、
いつまでに、どのよう

にやるのか）

【実施内容】
平成２０年度当初予算における物件費の額をさらに縮小するためには、現在の組織を、機構改革などに
よりコンパクトなものにすることが不可欠であると考えている。組織の統廃合などにより、施設の維持管理
費を一層削減し、物件費に関する予算配分で、平成２０年度当初予算額を超えないようにする。
【目標数値】
　《最終目標》平成２３年度の物件費予算を、平成２０年度当初予算額と比較して増額することがないよう
配分する。
　《平成２０年度の目標》平成２１年度の物件費予算を平成２０年度当初予算額と比較して増額することが
ないよう配分する。
　《平成２１年度の目標》平成２２年度の物件費予算を平成２０年度当初予算額と比較して増額することが
ないよう配分する。
【目標の客観的な説明】
平成１８年度の物件費の決算額において、類似団体では、人口一人当り４４，９９３円となるが、本市で
は、５６，７８７円であり、約１．２６倍となっている。

特記事項
※物件費…市の経費のうち、消費
的性質をもつ経費。（賃金、旅費、
交際費、需用費など）

目標を達成するため
の活動指標（全体目
標を達成するために
個別に実施する項

目）
（何をどれだけやる

のか）

活動指標名 目標値 定義・算定式
行程表（いつまでにやるのか）

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度
４月 １０月 ４月 １０月 ４月 １０月

物件費予算の配分
２０年度当初予算額を超えないように予算
配分する。
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